
○横手市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱 

平成２９年６月１５日 

  告 示 第 １ ０ ４ 号 

改正 平成３１年４月１日告示第６８号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地震による木造住宅の倒壊等を未然に防止し、市民の安全を確保するた

め、横手市耐震改修促進計画に基づく木造住宅の耐震診断に対する支援として、耐震診断を

希望する市内の木造戸建住宅の所有者等に対し、耐震診断士による耐震診断を行う横手市木

造住宅耐震診断支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 耐震診断 「２０１２年改訂版木造住宅の耐震診断と補強方法」（一般財団法人日

本建築防災協会／国土交通大臣指定耐震改修支援センター発行）に基づく一般診断法により、

木造住宅の地震に対する安全性を診断し、評価すること。 

（２） 耐震診断士 秋田県木造住宅耐震診断技術者登録制度要綱（平成２９年３月１０日

付け建－９０９秋田県建設部長通知）の規定に基づき、秋田県木造住宅耐震診断技術者とし

て秋田県知事が認めた者 

（３） 住宅の所有者等 住宅を所有し、共有し、又は所有していると認められる者 

 （実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、横手市とし、耐震診断士による耐震診断にあっては事業を適切に

実施することができると市長が認めたものに委託して行う。 

 （対象住宅） 

第４条 事業の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、昭和５６年５月３１日以前

に着工し、現に居住の用に供している市内に存する木造戸建住宅（店舗その他これに類する

ものの用途を兼ねる場合にあっては、当該用途に供する部分の床面積が延床面積の２分の１

未満であるものに限る。）であって、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

（１） 昭和５６年６月１日から平成１２年５月３１日までの間に当該住宅について増築工事

を着工したものであって、当該増築部分の延床面積が昭和５６年５月３１日以前に着工した

部分の延床面積の２分の１を超えるもの 

（２） 平成１２年６月１日以降に増築工事を着工したもの 

（３） 過去に横手市木造住宅耐震改修等補助金交付要綱（平成２２年横手市告示第９５号）

の規定に基づく耐震診断補助金を受けたもの 

（４） 過去にこの告示による耐震診断を受けたもの 



 （対象者） 

第５条 事業の対象者は、住宅の所有者等であって、市税に滞納のない個人とする。 

 （申請） 

第６条 耐震診断を希望する対象者（以下「申請者」という。）は、申請書に次の書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

（１） 対象住宅の着工時期が確認できる書類 

（２） 固定資産税課税台帳（家屋）の写し 

（３） 申請者及び同一世帯に属する者の納税証明書又は非課税証明書 

（４） 対象住宅に賃借人がいる場合にあっては、当該賃借人の同意書 

（５） 対象住宅に複数の所有者がいる場合にあっては、当該所有者の同意書 

（６） 案内図 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

 （耐震診断士の派遣の決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受けたときは、当該申請の内容を審査し、耐震診断士の派遣

を決定したときは、当該申請者に通知するものとする。この場合において、市長が特に必要

があると認めたときは、当該耐震診断士の派遣について条件を付すことができる。 

 （耐震診断の取りやめ） 

第８条 申請者は、耐震診断を中止し、又は取りやめるときは、速やかに市長にその旨を届け

出なければならない。 

 （耐震診断士の派遣の取消し） 

第９条 市長は、耐震診断士の派遣の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、耐震診断士の派遣を取り消すことができる。 

（１） 虚偽の申請その他の不正な行為により耐震診断を受けたとき。 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

 （費用負担） 

第１０条 耐震診断士の派遣の決定を受け、耐震診断士による耐震診断を受けた申請者は、耐

震診断に要する費用の一部を負担しなければならない。 

２ 前項の規定に基づき当該申請者が負担する額は、１万円とし、市長が事業を委託したも

のに直接支払うものとする。 

 （耐震診断結果の報告） 

第１１条 耐震診断士は、耐震診断の結果を速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、耐震診断士から提出された報告書の内容を確認し、耐震診断を受けた申請者に

当該結果を通知するものとする。 

 （耐震診断結果に基づく指導等） 



第１２条 市長は、耐震診断を受けた申請者に対して、建築物の地震に対する安全性の向上が

図られるよう、必要な指導及び助言をすることができる。 

 （耐震診断費用の返還） 

第１３条 市長は、第９条の規定に基づき耐震診断士の派遣を取り消した場合において、当該

取消しに係る耐震診断を既に実施しているときは、期限を定めて、当該耐震診断に係る費用

の返還を命じることができる。 

 （守秘義務） 

第１４条 派遣された耐震診断士は、当該耐震診断に関し職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 

 （行為の禁止） 

第１５条 派遣された耐震診断士は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 当該耐震診断に関し、耐震診断を受けた申請者から第１０条の規定に基づく負担費

用以外の金銭等を受けること。 

（２） 耐震診断を受けた申請者に対し、不必要な改修等を勧めること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、耐震診断士としてふさわしくない行為を行うこと。 

 （その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則（平成２９年６月１５日告示第１０４号） 

 この告示は、平成２９年６月１５日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日告示第６８号） 

 この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


